イノベーションの促進要件としての「制約」 ～日本のF-2戦闘機における炭素繊維機体開発事例～ by 阿部 靖史
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次に第 3 章では、第 2 章での理解を前提としながら、防衛産業やイノベーションに
関する既存の研究や文献を通じて、本稿の問題意識（命題）を明確にしていく。
第 4 章以降では、事例研究とその考察等を行う。まず第 4 章で F-2 戦闘機の開発事
例を提示し、具体的に日本が競争優位になった「CFRP の一体成形加工技術」を焦点化
していく。続けて第 5 章では、第 4 章の事例を受けて考察を行う。ここでは第 3 章で
導出した命題に対し、既存研究や文献での理論や解釈を援引しながら、イノベーショ
ンと制約の関係性について解釈を与える。
最後の第 6 章では、第 5 章までの議論を踏まえながら、学術的かつ実務的な意義を
示すと同時に、本研究における限界や今後の課題について触れて、本稿の締めとする。










日本の国防を担う組織は戦後、1950 年（昭和 25 年）に発足した警察予備隊から始ま
り、1952 年（昭和 27 年）に保安庁へ移管された後、1954 年（昭和 29 年）からは防衛
















区 分 陸上自衛隊 海上自衛隊 航空自衛隊 統合幕僚監部等 合 計
定 員 151,063 45,517 47,097 3,495 247,172
現 員 136.573 42,007 42,733 3,213 224,526
充足率（％） 90.4 92.3 90.7 91.9 90.8
（出所）『「平成 25 年度 日本の防衛」防衛白書』（資料 83）
日本の安全保障政策の基本方針は、安全保障会議を経て「防衛計画の大綱」により
閣議決定される。この大綱は 10 年間という中長期の安全保障政策や装備の規模を定め
3 「平成 25 年度 日本の防衛」防衛白書 第 II 部 第 1 章 第 2 節 第 2 項による。
4 「平成 25 年度 日本の防衛」防衛白書 第 III 部 第 4 章 第 1 節 第 1 項の 1 による。
（Appendix.2「組織表」を参照のこと）
6たものであり、これに基づいて 5 年ごとに具体的な「装備調達計画（中期防衛力整備
計画）」を策定している。1976 年（昭和 51 年）10 月、「昭和 52 年度以降に係る防衛
計画の大綱」が国防会議および閣議で決定されたが、閣議のなかでは経費の指針につ
いても示され、いわゆる「GNP 比 1%枠」がこのときに設けられた5。
日本の防衛予算の推移を図１に示す。ここでは 1988 年度（昭和 63 年度）から 2014










（出所）『「平成 25 年度 日本の防衛」防衛白書』（資料 83）ほか 7より筆者作成
次に海外の防衛組織を概観する。まず主要各国の現役軍人数（表２）を見ると、経
済成長が著しく軍事力の増大が懸念されつつある中国を筆頭に米国、インドが続いて
5 この政策は 1986 年に撤廃されたが、1987 年度から 1989 年度までの 3 年間に僅かながら防
衛費が GNP 比 1%を超えただけで、それ以降は 1%枠を維持し続けている。
6 平成 8 年度以降に係る防衛計画の大綱について（平成 7 年 11 月 28 日 安全保障会議・閣
議決定）
7 我が国の防衛と予算（平成 26 年度概算要求資料 p. 50.）
7いる。また冷戦時には米国とともに軍事超大国のひとつと呼ばれたロシア（旧ソ連）
が現役軍人 95 万人強であり、インドや北朝鮮よりも少ない 5 番目に位置されているも















現役軍人 予備役 準軍事組織 合 計
1 中国 2,285,000 510,000 660,000 3,455,000
2 アメリカ 1,569,417 865,370 11,035 2,436,822
3 インド 1,325,000 1,115,000 1,300,586 3,780,586
4 北朝鮮 1,190,000 600,000 5,700,000 7,490,000
5 ロシア 956,000 20,000,000 474,000 21,430,000
6 韓国 655,000 4,500,000 3,000,000 8,155,000
7 パキスタン 642,000 513,000 304,000 1,459,000
8 イラン 523,000 350,000 60,000 942,000
9 トルコ 510,600 378,000 150,000 1,038,600
10 ベトナム 482,000 5,000,000 40,000 5,522,000
： ： ： ： ： ：
21 ドイツ 251,465 40,396 - 261,861
22 日本 247,746 56,379 12,636 317,008
23 フランス 238,591 33,686 103,376 375,376
： ： ： ： ： ：
29 イギリス 174,030 181,720 - 355,750
（出所）「現役軍人数国別ランキング(2012 年)【国際戦略研究所(IISS)】」8より筆者作成
8 出所：軍事世界ランキング統計局（http://10rank.blog.fc2.com/blog-entry-103.html）
（閲覧：2013 年 12 月 4 日）
8表３： 地域別 各国のアメリカ軍の駐留人数（2011 年）
国
人数（単位：人）
陸軍 海軍 海兵隊 空軍 合 計
外国合計
（米国本土を含まない）
67,273 29,742 43,209 56,024 196,248
世界全体合計
（米国本土を含む）
558,571 322,629 200,225 332,724 1,414,149
（出所）「地域別 各国のアメリカ軍の駐留人数（2011 年 12 月 31 日現在）」 9
そこで次に海外の軍事費（表４）を見てみると、米国が他国を圧倒しているのがわ







1 アメリカ 689,591,000,000 68兆 9591億円 4.7%
2 中国 129,272,000,000 12兆 9272億円 2.1%
3 ロシア 64,123,000,000 6兆 4123億円 3.9%
4 フランス 58,244,000,000 5兆 8244億円 2.3%
5 イギリス 57,875,000,000 5兆 7875億円 2.6%
6 日本 54,529,000,000 5兆 4529億円 1.0%
（出所）「ストックホルム国際平和研究所（SIPRI：Stockholm International Peace Research
Institute）」10より筆者作成
この時期 2011 年（平成 23 年）の日米両国の国防研究開発費を見ると、防衛省の研
究開発費 959 億円（図２）に対し、国防省の研究開発費 804 億ドル（$1=¥100 として 8
兆 400 億円）であり、その差は約 80 倍強にもなる11。
9 出所：軍事世界ランキング統計局（http://10rank.blog.fc2.com/blog-entry-101.html）
（閲覧：2013 年 12 月 4 日）
10 出所：ストックホルム国際平和研究所（SIPRI：Stockholm International Peace Research
Institute）（http://portal.sipri.org/publications/pages/expenditures/country-search）
（閲覧：2013 年 12 月 4 日）
11 出所：日本航空宇宙工業会ホームページ：































「GHQ は 12 月 31 日限りで航空機の生産・研究・実験をはじめとした一切の活動を禁
止する覚書を発表し、日本の飛行機は模型飛行機すら飛ばすことができなくなった。




その後、1950 年（昭和 25 年）から始まった朝鮮戦争に参戦していた米軍は、1952














14 1967 年（昭和 42 年）4 月 21 日衆議院決算委員会、佐藤栄作内閣総理大臣答弁および 1976
年（昭和 51 年）2 月 27 日衆議院予算委員会、三木武夫内閣総理大臣答弁による。
15 引用：社団法人日本航空宇宙工業会（平成 15 年）「第 1 章 戦前の航空機工業と戦後の再建」『日




その後、1953 年（昭和 28 年）に設立した日本ジェット・エンジン株式会社17によっ
て J3 エンジンを国産開発、1955 年（昭和 30 年）からは航空自衛隊において運用され
た F-86 戦闘機（米：ノースアメリカン社; North American Aviation, Inc.）や T-33 高
等練習機（米：ロッキード社; Lockheed）のノックダウン生産とライセンス国産を開
始、同年には T-1 中等練習機の自主開発も開始している。それからも、1968 年（昭和
















年）にものぼり、そのうちの三分の二が F-15 戦闘機、F-16 戦闘機および F-18 戦闘機
といった空軍装備で占めている。ちなみに F-16 戦闘機の製造を手掛けるロッキード・
マーティンは、この時期（1993～1995 年）の兵器輸出総額が 56.784 億ドル20であり、
全米一位となっている。
16 引用：社団法人日本航空宇宙工業会（平成 15 年）「第 1 章 戦前の航空機工業と戦後の
再建」『日本の航空宇宙工業 50 年の歩み』p. 9.
17 石川島播磨、富士重工、富士精密、新三菱の 4 社が共同出資して日本独自のジェット・エ
ンジンを開発する企業を設立。その後、石川島播磨が事業を引き継ぎ解散した。
18 引用：『防衛生産・技術基盤研究会最終報告－「生きた戦略」の構築に向けて－』
（防衛生産・技術基盤研究会, 平成 24 年）の別添資料３ 「諸外国の防衛産業政策」
p. 1.
19 米国：①Boeing, ②Raytheon, ③Northrop Grumman, ④Lockheed Martin, ⑤General
Dynamics 英国：BAE Systems 仏国：①Thales, ②EADS, ③Dassault Aviation, ④DCNS,
⑤Nexter


































21 民間航空機の製造は Boeing や Airbus に代表される大型ジェット旅客機のほかにも、カナ















































































































































































的）制約共存がコンセプトを先鋭化させる(楠木, 2001)ことや、新旧 R&D 間技術統合
が（内生的）制約共存を促す(長内 , 2006)ということは、企業や組織が意識的に自らの
コンセプトを（内生的）制約共存という環境に置くことによって実現できるものと解





















































1983 年（昭和 58 年）7 月、防衛庁（現在の防衛省）において国防会議が開催され、
1981 年度（昭和 56 年度）中期業務見積（1983 年度（昭和 58 年度）から 1987 年度（昭
和 62 年度）までを対象とする中期業務見積り）が報告・了承された。この中で、航空
自衛隊の主要装備として初めて、24 機の FS-X が明記された。1985 年（昭和 60 年）1
月には、航空幕僚長から技術研究本部に対し国内開発可否の検討依頼（運用要求）が
出されている。要求内容は「対艦ミサイル 4 発と対空ミサイル 2 発を搭載、約 830 キ
ロメートルの行動半径を持ち、さらに空対空戦闘能力も高い戦闘・攻撃機」23であるこ
と。これを受け、1985 年（昭和 60 年）9 月には技術研究本部が「エンジン以外は国内
開発可能、開発期間は約 10 年」との答申を出した。その結果、同年 10 月に FS-X は「国
内開発」、「現有機の転用」、「外国機の導入」の 3 つの選択肢で検討を開始する方
針が定められた。このうち「外国機の導入」については、米国製の F-16 や F-18、欧州
連合のトーネードなどを選定候補として挙げ、各機の性能などに関する質問書を外務
省経由で各国に送っている。しかし、防衛庁の意向は当初より「国内開発」にあった。
1986 年（昭和 61 年）10 月、米国航空機メーカー2 社（F-16 を製造するジェネラル・
ダイナミックス社、F-15 および F-18 を製造するマクダネル・ダグラス社）に対してヒ






侵攻船団への対艦攻撃をすることを想定、国産の ASM-1 対艦ミサイル 4 発、空対空ミサイル 2
発を積んでの戦闘行動半径 450 マイル（830 キロメートル）とされた。
24 出所：手嶋龍一（2006）『たそがれゆく日米同盟－ニッポン FSX を撃て－』新潮文庫, pp. 52-53.
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1987 年（昭和 62 年）10 月の日米防衛首脳会談における意見交換の成果を含め検討し
た結果、既存の戦闘機は、いずれも我が国の運用構想、地理的特性等の観点から、FS-X
として採用することは適当でなく、我が国の運用構想、地理的特性等に適合するよう、
我が国の主導の下、日米の優れた技術を結集し、F-15 又は F-16 を改造開発する案が、
取得の確実性、費用対効果、インター・オペラビリティー（相互運用性）の確保等の
観点から最も適切であると判断した。さらに、この二つの改造開発案について検討し
た結果、防衛庁として、1987 年（昭和 62 年）10 月、FS-X に関する措置については、
F-16 の改造開発案が費用対効果等の観点から最も適切なものであるとの結論を得たと
ころである。」と回答している。
翌 1988 年（昭和 63 年）11 月、日米両国政府において「日本国防衛庁と合衆国国防
省との間の FS-X ウェポンシステムの開発における協力に関する了解覚書」が締結され
た。続けて 1989 年（平成元年）3 月に防衛庁は、主担当企業に指名されていた三菱重
25 参議院質問主意書に対する答弁書第二号 内閣参質一一〇第二号（昭和六十二年十一月二
十四日）より抜粋。



















27 1970 年代の繊維製品・鉄鋼・カラーテレビ、1980 年代の自動車・半導体・農産物（米・


























1 Length 49.3 ft /15.03 m
2 Height 16.7 ft /5.09 m
3 Wingspan 32.8 ft /10.0 m
4 Wing area 300 sq ft /27.87 sq m
5 Weight empty 20,300 lb /9,207.9 kg
6 Maximum take-off weight 48,000 lb /21,772 kg
7 Internal fuel 5,920 lb /2,685.2 kg
8 Speed 1,500 mph (Mach 2 at altitude)
9 Range 1,70 n. mi
10 Power plant 1) Pratt & Whitney : F100-PW-200/220/229
2) General Electric : F110-GE-100/129
11 Engine thrust 1) F110-PW-229 29,100 lb
2) F110-GE-129 29,500 lb
（出所）「Lockheed Martin ホームページ」 31を基に筆者作成
30 ジェネラル・ダイナミックス社(General Dynamics Corporation)は、1992 年に軍用機部門
をロッキード社(Lockheed Corporation)に売却した。1995 年にはマーティン・マリエッタ社
(Martin Marietta)と合併し、現在はロッキード・マーティン社(Lockheed Martin)が F-16 戦闘
機の生産を行っている。（図 4 参照）
31 Lockheed Martin ホームページ：
（http://www.lockheedmartin.com/us/products/f16/F-16Specifications.html）
（閲覧：2013 年 12 月 10 日）
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32 引用：Lockheed Martin ホームページ：
（http://www.lockheedmartin.com/us/products/f16/F-16Specifications.html）
（閲覧：2013 年 12 月 10 日）
33 出所：Lockheed Martin ホームページ：
（http://www.lockheedmartin.com/us/news/press-releases/2012/april/120403ae_4500th-f-16-d
elivered.html）（閲覧：2013 年 12 月 10 日）
24

















































































現在は最新鋭戦闘機である F-22 戦闘機（ボーイング社との共同開発）や F-35 戦闘機
などの開発・製造を行うなど、戦闘機に関する技術力は世界でもトップクラスの実力
と実績を有している。
34 出所：ストックホルム国際平和研究所（SIPRI：Stockholm International Peace Research
Institute）（http://portal.sipri.org/publications/pages/industry/top-search）
















門があった。ここでは、成層圏を飛行できる U-2 偵察機、その後継機としてマッハ 3
以上の超音速飛行が可能な SR-71 偵察機、日本では要撃戦闘機として採用されていた
超音速機の F-104 戦闘機、ステルス攻撃機 F117 など、時代時代において秀逸の名機を
35 引用：Lockheed Martin ホームページ：（Skunk Works® Legal Notice · Lockheed Martin）
（閲覧：2013 年 12 月 10 日）
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開発している。この部門は「ロッキード・マーティン先進開発計画（Lockheed Martin's










実績では T-1 中等練習機、国産初となる超音速飛行機である T-2 高等練習機および F-1
支援戦闘機のみであり、その劣位性は明らかであった。
第３項 ロッキード・マーティン社が F-2 戦闘機開発に果たした役割
日米間の調整等を経て 1987 年（昭和 62 年）
10 月、栗原防衛庁長官（当時）とワインバーガ
ー米国防長官（当時）の間で「FS-X の日米共同
開発」が合意され、1988 年（昭和 63 年）11 月
には両国政府間の交換公文および了解事項覚書
（MOU）が調印された。
FS-X は F-16 戦闘機との共通点が「垂直尾翼」
のみともいわれており、ほぼ日本独自で新規設
計した機体と言ってよい（図５）。












（出所）United States General Accounting Office (1997) U.S.-Japan Fighter Aircraft






での開発を日本側に執ように要求、日本側が応じなかったことから昨年 1 月、FS-X 共
同開発の見直し論が米国内にわき起こった。結局、ジェネラル・ダイナミックス社が
試作機 6 機のうち 2 機分の主翼を米国内で開発することでこの問題は一応、決着して
36 United States General Accounting Office (1990) U.S.-Japan Codevelopment Review of the
FS-X Program, GAO/NSIAD-90-77BR. p. 20.
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いる。日本側では技術的に複雑な主翼の下面を三菱重工業が、上面を富士重工業が担
当する37。」（朝日新聞, 平成 2 年 2 月 21 日付）


























37 出所：「FSX 来月、開発に着手 三菱重工重など 4 社」『朝日新聞』
（1990 年 2 月 21 日）
38 出所：三菱重工業 HP：
（http://www.mhi.co.jp/products/detail/f-2_close_support_fighter.html）
（閲覧：2013 年 12 月 4 日）
29
図７：F-2 戦闘機に採用された国産技術
（出所）United States General Accounting Office (1995) U.S.-Japan Cooperative
development Progress on the FS-X Program Enhances Japanese
Aerospace Capabilities, GAO/NSIAD-95-145, pp15.
１）一体成形複合材構造主翼：防衛庁技術研究本部、三菱重工業、富士重工業など
は、1976 年（昭和 51 年）から「複合材構造技術の研究」に着手した。1980 年


































来る飛行パターン）および ME モード（Maneuver Enhancement：機体の進路方
向を変えずに機首を上下方向に変える飛行パターン）の独自技術を採用した。
国産デジタル飛行操縦システムによって FS-X は F-16 戦闘機の空戦能力を大き
く凌駕する運動能力を手にした。






























































名 称 特 徴
PAN 系炭素繊維
























引張弾性率 200-280Gpa、引張強度が約 2,500Mpa 以上をいう
中弾性率タイプ炭素繊維
(IM type)








維"Thornel-25"の工業化（1954 年（昭和 29 年））が始まりとされる。その目的は、宇
宙用途および軍事用途で使用する耐熱材の開発であったが、このような航空宇宙材料
の他にも断熱材料やシール材など、一般工業用途への利用も広がり、炭素繊維工業の




が進み、1964 年（昭和 39 年）には UCC 社から上市されている。しかし、製造プロセ
スにコストがかかりすぎることもあり、PAN 系炭素繊維やピッチ系炭素繊維に置き換
わり、1977 年（昭和 52 年）頃には製造中止になっている。
現在、生産量の最も多い炭素繊維は PAN 系炭素繊維であるが、これは 1962 年（昭
和 37 年）に大阪工業試験所の進藤博士によって開発され、その後に基本特許を取得し
た製造技術が原点になっている。この技術を使った PAN 系汎用炭素繊維は同年、日本
カーボンにより工業化された。PAN 系高性能炭素繊維についても 1964 年（昭和 39 年）
には、進藤博士が特許を出願している。
炭素繊維は、レーヨン、石油・石炭ピッチ、ポリアクリロニトリル（PAN）繊維な
どから製造される。高性能炭素繊維（HPCF; 強度 120kg/mm2 以上、弾性率 12×












































この 3 社の中でも圧倒的なシェア 4 割を握っている東レは、1952 年（昭和 27 年）ア
クリル繊維の基礎研究からスタートし、1959 年（昭和 34 年）には”トレロン”を商標登
録、翌々年の 1961 年（昭和 36 年）には炭素繊維の研究に着手している44。さらに 1971
年（昭和 49 年）には当時世界最大の生産能力（12 トン／年）を誇った、PAN 系高強
43 引用：日本経済新聞ホームページ（全図解ニュース解説）
（http://www.nikkei4946.com/zenzukai/detail.aspx?zenzukai=QlPiEow8Z12OTsl79XJJcw%3d
%3d）（閲覧：2013 年 12 月 17 日）
44 引用：炭素繊維協会ホームページ（PAN 系各社の炭素繊維開発の歴史）
（http://www.carbonfiber.gr.jp/tech/pan.html）（閲覧：2013 年 12 月 18 日）
36




の拡大を図ってきた。続いて 1970 年代後半から 1980 年代に入ると、航空機分野への
利用が本格化し始めている。例えば、ボーイング 737 の CFRP 使用率は、1970～1980
年代で主に内装材への採用を中心に使用率は 1%未満（0.1 トン）であったが、1980～
1990 年代になると使用率は拡大し、ボーイング 767 では尾翼の一部などで約 3%（1.5
トン）となった。1990～2000 年代に入ると 1 次構造材への採用がさらに進んでいる。
ボーイング 777 では尾翼全体に使われ使用率は約 12%（10 トン）まで増えたが、2000
～2010 年代に入り、ボーイング 787 ではついに約 50%（35 トン）の使用率まで拡大し
ている。
欧州では、1960 年代半ばに英国の王立航空研究所（Royal Aircraft Establishment;
RAE）によって、PAN 系高性能炭素繊維の開発が進められた。1967 年（昭和 42 年）
には英国ロールス・ロイス社（Rolls-Royce Limited）が、大幅な軽量化を目論んでタ
ーボジェットファン・エンジン RB211 に自社製 CFRP の採用を発表し、1968 年（昭和
43 年）には、米国ロッキード社のエアバス・トライスター1011 への搭載が決まる。英





のインペリアル・ケミカル・インダストリーズ社（Imperial Chemical Industries; ICI）




























（http://www.jama.or.jp/lib/jamagazine/201002/05.html）（閲覧：2013 年 12 月 18 日）
46 引用：日本自動車工業会ホームページ（JAMAGAGINE）

























47 引用：高松亨(2002)「PAN 系炭素繊維の開発」『戦後日本の技術形成』日本経済評論社 ,
p. 83.
48 引用：「炭素繊維の成功を信じて 5 人の社長が赤字に耐えた」(2007)『週刊東洋経済』 ,
p. 103.
49 DoD Industrial Policy, “Polyacrylonitrile (PAN) Carbon Fibers Industrial Capability



















ドブレーキに採用された CFRP や、世界で初めて主翼に CFRP の一体成形技術を採用
した日本の F-2 戦闘機などが挙げられる（図１３）。F-15 戦闘機の主翼はアルミリチ
ウム合金を素材としており、先端複合材の使用比率は 1%程度であった。その後、F-16
戦闘機では 4%程度に増え、F-18 戦闘機になると 10%にまで先端複合材の使用比率は
高まった。この頃とほぼ同時期に開発された F-2 戦闘機では機体構造重量の 18%程度
を CFRP 化している。しかし、技術の発展に伴って、複合材の使用比率は高まり、近
年開発された F-22 戦闘機や F-35 戦闘機に至っては、使用比率が 35%まで上昇してい
50 引用：邉 吾一・石川隆司(2005)『先進複合材料工学』培風館 , p. 27.
40
る。また民間機で最初に CFRP を採用したのはエアバスの A320 であり、水平・垂直
尾翼の一部やエンジンカウルなどに使われている（図１４）が、その後、ボーイング
などでも採用が拡がり、ボーイング 737 では 1%未満であった使用比率が、ボーイング














リッキドモールディング法 RFI (Resin Film Infusion) 法




リッキドモールディング法 RTM (Resin Transfer Molding) 法



















52 引用：邉 吾一・石川隆司 (2005)『先進複合材料工学』培風館 , p. 28.























54 引用：景山・荒田・横山・小祝・吉田・吉田・星 (2002)「XF-2 の一体成形複合材主翼構











































































具体的には、三菱重工業は 1978 年（昭和 53 年）年のボーイング 767 からボーイン






認証を取得し、2006 年（平成 18 年）にはボーイング社と 16 年間という長期に亘って
構造材（炭素繊維）を独占的に供給する契約を締結している。この結果、ボーイング






ストンは 1936 年（昭和 11 年）から航空機用タイヤに参入し、現在では座席が 100 席
以上のジェット旅客機向けで 4 割以上の世界シェアを握っている。なお、ボーイング
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